
Vietnam Newsletter 2025.09.16  © 2021- 2025 Tokyo Kyodo Accounting Office 無断複製・転載を禁じます。 

 

 

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。東京共同会計事務所のベトナムデスクです。 

ベトナム進出に係る様々な税務・法務情報等を提供したいと考え、本メルマガを送らせて頂い

ております。 

今回のテーマは、次の通りです。 

1. ベトナムの改正法人税法の重要なポイントのまとめ 

2. 銀行分野におけるベトナム版 Sandbox 制度に関する議定の概要 

3. ベトナム・オフショア開発の今：スピード、適応力、そして AI 

 

なお、各コラムは執筆者により「寄稿」されたものであり、その文責は執筆されたコラムに

限定されています。 

 

ベトナムの改正法人税法の重要なポイントのまとめ 

東京共同会計事務所 

 

ベトナム国会は、２０２５年６月１４日付の法人税法 No.67/2025/QH15（法人税法 No.67）

を可決しました。この改正法人税法は、２０２５年１０月１日より施行され、現在の法人税法

のいくつかの条項が補足・修正されることとなります。 

 今回の法人税法 No.67 の重要な改正ポイントを以下に述べたいと思います。 

１． 電子商取引を提供する外国企業の納税義務の明確化 

電子商取引プラットフォームやデジタルプラットフォーム経由で、ベトナム国内で商

品・サービスを提供する外国企業は、ベトナム国内に恒久的施設がない場合でも法人
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税の納税義務があることが通達で規定されていましたが、今回の税制改正で法律に明

記されました。本規定は近年、電子商取引が盛んになっているベトナムにおけるデジ

タル経済への対応を強化することが目的だと考えられます。 

２． 所得合算ルール関連の取り扱い 

- OECD/G20 において合意された国際的な税務上の課題に対応するための課税ルール

として各国で所得合算ルール(Income Inclusion Rule)が導入されていますが、これに

基づいて追加の法人税を支払わなければならない場合には、当該追加の法人税額をベ

トナムの法人税から控除することが可能という規定が定められました。但し、この控

除額の計算方法などの詳細については、現段階では明らかになっていませんので、今

後公布される関連の政令や発出される通達等の確認が必要です。 

- 出資や連結に伴う資産評価、また合併、会社分割、事業譲渡といった組織再編行為に

基づく資産の再評価により発生する差異を課税所得に含めることが規定されました。 

３． 非課税所得の追加 

- 科学研究、技術開発、イノベーション、デジタルトランスフォーメーションのために

使用する目的で国内外の親会社・子会社・関連会社等の関係者以外の企業、組織、個

人から受け取った助成金等を非課税所得として追加。 

- 認証排出削減量（CER）の譲渡収入、CER およびカーボンクレジットを付与された

企業による発行後のカーボンクレジットの初回譲渡収入、グリーンボンドの利息収

入、グリーンボンドの発行後の初回譲渡収入等も非課税所得として追加。 

４． 中小企業向け優遇税率の導入 

標準税率の 20％に変更はありませんが、年間総売上によって以下の様に二つの優遇

税率が設けられました。 

・税率 15％：年間総売上※が 30 億ドン未満の企業 

・税率 17％：年間総売上※が 30 億ドンから 500 億ドンまでの企業 

※「年間総売上」とは直前の課税年度の年間総売上が基準となりますが、詳細な算定

方法については今後政令が制定されて明らかになります。 

５． 法人税の優遇措置の変更  

法人税優遇措置の対象となる業界、産業、地域およびプロジェクトの規模についていくつ

かの変更がありました。 

- 工業団地における優遇措置（2 年間の免税と 4 年間の減税）が廃止されました。この

新しい規定に基づきますと、新規投資プロジェクト／事業拡大は、従来の優遇措置の

適用が受けられなくなると想定しています。 

- 業界・産業に関していくつか項目が追加されました。例えば、主要デジタル技術製品

の製造、AI データセンターの設立、中小スタートアップ企業を支援するコワーキン

グスペースの事業運営への投資、ハイテク法に規定されているハイテク農業企業等が

新しく優遇措置に含まれました。 

- 投資資本が 6 兆ドン以上で、ライセンス取得から 3 年以内に拠出されるプロジェク

トで一定のものは優遇措置の対象外とされました。 
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６． その他 

- 研究開発基金への拠出。研究開発基金に資金を拠出した場合、従前の規定では年間課

税所得の 10％に相当する金額までが課税所得から控除可能でしたが、改正法ではこ

の比率を 20％に引き上げました。 

- 損金算入可能な支出。損金算入が可能な支出として追加された費用は、科学研究、技

術開発とイノベーション、デジタルトランスフォーメーションに関する支出、カーボ

ンニュートラル等を目指した温室効果ガス排出量の削減、環境汚染の軽減のための支

出等が含まれることとなりました。 

 

上記が今回のベトナムの法人税改正重要ポイントです。これらの改正内容を見ると、ベトナ

ム政府は国際的な税務上の議論（グローバルミニマムタックス等）、近年のベトナム経済の発

展状況（電子商取引の急激な成長等）、政府として重視する分野（中小企業の更なる発展、ＡＩ

分野、デジタルトランスフォーメーション、ハイテク農業事業、研究開発活動の強化等）を勘

案し総合的に法律に反映させたと見られます。2025 年 9 月 16 日時点では、法律が改正された

のみで、詳細な内容については今後政令や通達により明らかになりますので、これらの詳細な

内容の確認が重要となります。 

 

 

「寄稿」銀行分野におけるベトナム版 Sandbox制度に関する議定の概要 

弁護士法人 瓜生・糸賀法律事務所（https://uryuitoga.com/）  

 

1. はじめに 

ベトナムでは、一定の Fintech 事業については、直接に規制する法令がないものがあり（但

し、留意を要する法規制は存在します。）、他方で、一定の規律を及ぼす必要もあることから、

2020 年から、今後規制を導入することを視野に入れた、銀行分野における監督付試験制度（所

謂、ベトナム版 Sandbox 制度（※１）。以下単に「Sandbox 制度」といいます。）の検討が進

められてきました。そして、2025 年 4 月 29 日に Sandbox 制度に関する議定（Decree No. 

94/2025/ND-CP、以下「本件議定」といいます。）が制定され、本件議定は、2025 年 7 月 1 日か

ら施行されています（本件議定第 25 条）。 

本件議定は、ベトナムで Fintech 事業を営んでいる企業のみならず、今後当該事業への進出

等を検討する企業に対しても一定の影響を及ぼす可能性があると思われ、本稿では、紙面の許

す限り、本件議定の概要を簡単に取り上げます。 

2. 概要 

(1) Sandbox制度の参加組織 

Sandbox 制度の参加組織は、ベトナム国家銀行から Sandbox 制度参加証明書の発給を受けた、

信用組織、外国銀行の支店及び Fintech 会社とされています（同第 3 条第 2 号）。なお、この

Fintech 会社とは、「信用組織・外国銀行の支店ではない組織で、ベトナム領土上での合法的な

設立許可証又は事業許可証を有するもので、独立して Fintech ソリューションを市場に提供し

https://uryuitoga.com/
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ている又は市場に Fintech ソリューションを提供するために、信用組織、外国銀行の支店と協

力を介するもの」と定義されていることにはご留意ください（同条第 1 号）。 

(2) Sandbox制度の対象となる Fintechソリューション 

Sandbox 制度の対象となる Fintech ソリューションは、①クレジットスコアリング、②オープ

ン API、③P2P レンディングの 3 つとされ（同第 1 条第 2 項）、それぞれ以下のように定義され

ています（同第 3 条第 3 号ないし第 6 号）。 

クレジットスコアリング 信用組織、外国銀行の支店の信用供与の決定を補助するために、個

人、組織の威信・信用の程度をスコアリングすることを目的とす

る、信用組織、外国銀行の支店、Fintech 会社の情報技術システム

を応用するソリューション 

オープン API 標準化された API の集合であり、当該オープン API を共有する信

用組織、外国銀行の支店のシステムに対しサービス要求を送付す

るために、多くの信用組織、外国銀行の支店、Fintech 会社及びそ

の他第三者のコンピュータシステムにより使用することのできる

もの 

P2P レンディング 借手及び貸手である顧客間のデジタルプラットフォーム上で情報

を接続し、契約の締結を補助するために、P2P レンディング会社に

より提供される、情報技術の応用ソリューション。P2P レンディン

グで使用する通貨はベトナムドン 

(3) Sandbox制度への参加方法等 

Sandbox 制度に参加するには、Sandbox 制度参加証明書の発給を受ける必要があります。発

給手続の概要としては、Sandbox 制度への参加登録をする会社等が、申請書や後述する参加基

準・参加条件を充足することの説明文書を含む一定の申請書類をベトナム国家銀行に提出し、

所定の審査を経て、ベトナム国家銀行が参加基準・参加条件を充足すると判断する場合に、

Sandbox 制度参加証明書が発給されることになります（同第 9 条、第 10 条、第 12 条、第 13

条）。 

なお、Sandbox 制度の参加期間は、Sandbox 制度参加証明書の発行から最長 2 年間（但し、

最大 2 回（各延長は 1 年を超えない）延長可能）とされています（同第 6 条第 1 項、第 20 条）。 

(4) Sandbox制度に参加するための基準及び条件 

 Sandbox 制度に参加するには、Sandbox 制度への参加登録をする Fintech ソリューションが後

述する一定の基準（以下、便宜上、「Fintechソリューション基準」といいます。）を充足する必

要があり、また、参加を希望する組織が、上記(1)の参加組織（信用組織、外国銀行の支店及び

Fintech 会社）のうち、Fintech 会社である場合には、更に、当該会社が、後述する一定の条件

（以下、便宜上、「Fintech会社条件」といいます。）を充足する必要があります（※２）（同第

8 条、第 11 条）。 

 まず、Sandbox制度への参加登録をする Fintechソリューションが上記(2)の対象となる Fintech

ソリューション（①クレジットスコアリング、②オープン API、③P2P レンディング）の何れ
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であるかを問わず、Sandbox 制度に参加するには、以下の Fintech ソリューション基準及び

Fintech 会社条件を充足する必要があります（同第 8 条、第 11 条）。 

Fintech ソリューション基準 Fintech 会社条件 

(a) 現行の法的規定が実施・適用に対し具体

的・明確に案内していない、技術的・専門

業務的な内容を有するソリューションで

あること 

(b) ベトナムのサービス利用者に対する利益・

付加価値をもたらす創造的革新性を有す

るソリューション、特に金融包摂の目標を

支援・促進するソリューションであること 

(c) 銀行システム及び銀行・金融・外為活動に

対する消極的な影響を制限する、リスク管

理枠組が設計・策定されたソリューション

であり、Sandbox 制度の過程において発生

するリスクの処理・克服に関する方法が策

定されたもので、消費者の権利を保護する

方法が策定されたものであること 

(d) 活動並びに機能、効用、有益性の側面にお

いて、Sandbox 制度参加組織により、十分

に各措置の精査、評価が実施されたソリュ

ーションであること 

(e) Sandbox 制度の過程完了後に、市場に提供

することのできる実施可能性を有するソ

リューションであること 

(i) ベトナムの領土上で合法的に設立され、活

動する法人であり、法令の規定に従った、

消滅分割・存続分割・新設合併・吸収合併・

組織形態の転換・解散・破産の過程にある

ものではないこと 

(ii) 法定代表者、総社長（社長）は、経済、経

営管理、法律、情報技術の何れかに関する

大学以上の資格を有しており、金融、銀行

分野の組織の管理者、運営者としての少な

くとも 2 年以上の経験を有しており、法令

の規定に従った禁止対象に該当しないこ

と 

また、Sandbox 制度への参加登録をする Fintech ソリューションが P2P レンディングである

場合には、上記に加え、以下の Fintech ソリューション基準及び Fintech 会社条件も充足する必

要があります（同第 8 条、第 11 条）。 

Fintech ソリューション基準 Fintech 会社条件 

(f) 自らが提供する P2P レンディングソリュ

ーションにおける借手の最大債務残高を

確定及び管理するため、並びに自身が提供

する P2P レンディングソリューションに

おける借手に対する最大債務残高及び

Sandbox 制度に参加する P2P レンディング

ソリューション全体における借手に対す

る債務残高に関する規定の遵守を確保す

ることを目的としてベトナム国家信用情

(iii) 外国投資資本を有する企業ではないこと 

(iv) 法定代表者、総社長（社長）はベトナム国

籍を有する者であること；犯罪歴がないこ

と；金融、銀行及びサイバーセキュリティ

の分野で行政違反処罰を受けていないこ

と；同時に金融、銀行、質屋サービスの経

営、又はマルチレベル方式に従った経営

（所謂マルチ商法）（※３）をする企業の

所有者、管理者ではないこと；頼母子講、
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報センターで借手に関するリアルタイム

の情報の報告及び活用するための措置を

有すること 

(g) P2Pレンディングソリューションにおける

借入金・利息・費用の返済・支払は、信用

組織・外国銀行の支店における顧客の支払

口座又は決済中間サービス提供組織にお

ける顧客の電子マネーを通じて実施され

なければならないこと 

(h) Sandbox 制度に参加する P2P レンディング

ソリューションを利用する借手及び貸手

間の契約の期間は2年を超えないことを確

保するための措置を有すること 

互助会等のオーナー又は信用組織、外国銀

行の支店、決済中間サービス提供組織の取

締役、社員総会のメンバー、監査役会のメ

ンバー、総社長（社長）、総副社長（副社

長）及び同等の職名にないこと 

(v) 次の最低要求を確保する P2P レンディン

グソリューションを実装するデジタルプ

ラットフォームに対する人員、物的設備及

び技術に関する標準を充足すること：(v-i)

情報技術システム、情報保存システムは、

ベトナム領土内に設置され、安全かつ継続

的であることを確保して運用され、事故、

特に技術に関する事故が発生する場合に

中断が生じないように、予備技術システム

がメインシステムとは独立していること、

(v-ii)全顧客及び関係者のデータ、情報は、

高度な機密性を有するデジタルプラット

フォームで更新、保存及び共有され、参加

者間の明白性、公開性を確保すると共に、

法令の規定に従い、関係者ではない者に対

しては、参加者の情報の機密性は保持され

なければならないこと、(v-iii)運用前に情

報技術システムの試験及び評価をするこ

と、(v-iv)担当分野に関する専門レベルを

有する技術幹部チームが、安全かつ継続的

な運用システムを確保すること 

3. 終わりに 

Sandbox 制度に参加する組織には、一定の報告及び情報提供や顧客保護等に関する規制が科

されることになる反面（同第 15 条、第 16 条等）、Sandbox 制度への参加は、当該参加組織が、

法令に規定がある場合の経営及び投資条件を充足することを意味するものではなく（同第 5 条

第 2 号）、また、Sandbox 制度の参加完了時にベトナム国家銀行から発給される完了証明書は、

当該参加組織が経営投資条件を充足することを証明する価値を有さない（同第 21 条第 3 項）

とされている等、少なくとも本件議定上は Sandbox 制度に参加することのメリットは明らかで

はないようにも思われ、Sandbox 制度への参加を検討するに当たっては、この点も勘案する必

要があるものといえます。 

また、本件議定は施行したばかりの段階にあり、ベトナム国家銀行がどの組織に証明書を発

行したか等については現時点で特段の情報は見当たりません。なお、2025 年 7 月 1 日にベトナ

ム国家銀行等により開催された、「銀行分野における監督付試験制度に関する政府の 2025 年 4

月 29 日付 Decree No. 94/2025/ND-CP の実装」と題するセミナーにおいて、ベトナム国家銀行
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副総裁からは、今後 Sandbox 制度を拡充する等との発言もある等（※４）、この Sandbox 制度

には追加変更等がなされる可能性もあり、今後の動向を引き続き注視していく必要があります。 

 
※１．日本等での Sandbox 制度は、一般に、法規制が存在する分野におけるサービスについて、政府機関により

課された一定の条件下で、限定的に規制を解除し、テスト的運用することを認めるものをいいます。しかし、ベ

トナム版 Sandbox 制度は、法規制が存在しない分野、サービスについて、政府機関により課された一定の条件

下ではあるが、テスト的運用することを認める制度であり、日本等とは言葉の意味するところが異っていること

にはご留意ください。 

※２．Fintech 会社のみが一定の条件を充足する必要があるのは、そもそも信用組織・外国銀行の支店について

は、設立・運営等に関し信用組織法（Law No. 32/2024/QH15（Law No. 43/2024/QH15、Law No. 96/2025/QH15 に

より修正補充））の規定を遵守する必要があることが考慮されたものと思われます。 

※３．「マルチレベル方式に従った経営」とは、複数のレベル及び複数の支部を含む参加者のネットワークを使

用する経営活動であり、参加者が自身の経営成果及びネットワーク内の他の参加者の経営成果に応じて手数料、

ボーナス及びその他の経済的利益を受け取るものをいいます（Decree No. 40/2018/ND-CP（Decree No. 

03/2023/ND-CP、Decree No. 18/2023/ND-CPにより修正補充）第 3条第 1 号）。 

※４．https://sbv.gov.vn/vi/w/tri%E1%BB%83n-khai-c%C6%A1-ch%E1%BA%BF-th%E1%BB%AD-nghi%E1%BB%87m-

c%C3%B3-ki%E1%BB%83m-so%C3%A1t-trong-l%C4%A9nh-v%E1%BB%B1c-ng%C3%A2n-h%C3%A0ng-

b%E1%BA%A3o-%C4%91%E1%BA%A3m-an-to%C3%A0n-hi%E1%BB%87u-qu%E1%BA%A3-1?p_l_back_url=%2Fvi%2Ftim-

kiem%3Fq%3Dc%25C6%25A1%2Bch%25E1%25BA%25BF%2Bth%25E1%25BB%25AD%2Bnghi%25E1%25BB%2587m&p_l_back_url_

title=T%C3%ACm+ki%E1%BA%BFm 

https://baochinhphu.vn/thu-nghiem-co-kiem-soat-linh-vuc-ngan-hang-mo-duong-phap-ly-huong-den-kinh-

te-so-102250701200355404.htm 

 

 

「寄稿」ベトナム・オフショア開発の今：スピード、適応力、そして AI 

VNEXT JAPAN 株式会社（https://vnext.co.jp/） 

 

はじめに：変貌を遂げるベトナム・オフショア 

ベトナムのオフショア開発は、もはや単なる「低コスト」だけでは語れません。今日の市場

で成功を収めるには、スピード、適応力、そして最先端技術の導入が不可欠です。特に生成 AI

の活用は、プロトタイピングや検証サイクルの速度を劇的に向上させ、日本の企業がオフショ

アチームと連携するあり方そのものを変えつつあります。 

 

I. 市場の現状 – ベトナム・オフショア開発 

ベトナム・オフショアの背景 

オフショア開発とは、コスト削減、専門スキルの確保、そして開発期間の短縮を目的に、海

外のチームにソフトウェア開発業務を委託する手法です。日本の企業がオフショアを選択する

主な理由は以下の通りです。 

- 国内の人員不足を補い、開発体制をスケールさせるため。 

- AI や FinTechといった特定の技術分野における専門知識を活用するため。 

- デジタル製品の市場投入までの時間を短縮し、競争力を高めるため。 

 

一方で、オフショア開発プロジェクトにはいくつかの重要な考慮事項があります。 

- コミュニケーションの壁： 認識の齟齬がプロジェクトの遅延につながることがあり

ます。 

- 文化的な違い： 働き方や品質に対する期待値の違いを理解し、すり合わせる必要が

あります。 

- 知的財産権（IP）とデータセキュリティ： 厳格な管理体制と契約が不可欠です。 

- 厳密なプロジェクト管理： 特に AIのような最先端技術を扱うプロジェクトでは、よ

り高い管理能力が求められます。 

 

ベトナム・オフショア市場のトレンド 

ベトナムのオフショア市場は、コスト重視から価値重視へとシフトしています。コスト削

減は依然として重要ですが、経営層が今、より強く求めるのは以下の点です。 
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https://vnext.co.jp/
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- プロトタイピングのスピード： 概念検証を迅速に行い、市場投入前にアイデアを素

早く検証したいというニーズが高まっています。 

- 柔軟性と適応力： 変化する要件に迅速に対応できる能力が求められます。 

- 先進技術の導入： 生成 AI、クラウドネイティブ、自動テストなどの技術活用が標準

となりつつあります。 

- 専門分野の知識： 特定の産業（例：eコマース、製造業）に特化したパートナーは、

より効果的なソリューションを提供できます。 

 

これらのトレンドを裏付けるデータが多数存在します。 

- ベトナムに進出している日系企業は、2023年時点で 3,200社を超え、その多くが IT

サービスを利用しています。(出典: B&Company) 

- ベトナムの ITアウトソーシング市場は、2024年の 7億ドルから 2028年までに 12.8

億ドルに達すると予測されており、堅調な成長が期待されます。(出典: Dirox 2024-

2025 Market Report) 

- 在ベトナム日系企業の 56%以上が今後 1～2年で事業拡大を計画しており、これは

ASEAN平均を大きく上回る数字です。(出典: JETRO 2024年調査) 

 

II. VNEXT の活動事例：スピードとイノベーションの選択 

この変革を体現する好事例が、ベトナムの中堅企業である VNEXT です。同社は、その俊敏

性、技術力、そして日本企業に寄り添ったコミュニケーションを組み合わせることで、オフシ

ョアパートナーがいかに迅速かつ信頼性の高い高付加価値ソリューションを提供できるかを

示しています。 

こうした市場の動きは、VNEXTのような中堅企業においても顕著に現れています。通常 4〜

12 週間かかるプロトタイプ開発をわずか 3 週間で完了させたり、RAG（Retrieval-Augmented 

Generation）チャットボットをわずか 2週間で構築したりするなど、新しいアジリティの基準

を提示しています。 

 

表 1：VNEXT のプロジェクト・スピードと価値の比較 

プロジェクト種別 典型的な

開発期間 

VNEXTの期間 備考・付加価値 

プロトタイプ 4〜12 

週間 

3週間 概念検証を早期に行い、市場投入を加速 

RAGチャットボット 2〜4 

ヶ月 

2週間 情報検索の機能を即座に提供 

AI-PoC 2〜4 

ヶ月 

4週間 実行可能性を迅速にテストし、統合の可

能性を評価 

この表は、価値ある成果を迅速に提供する VNEXT の優位性を明確に示しています。 

 

市場の要求に応える VNEXT の手法 

VNEXT のような企業は、市場の厳しい要求に応えるため、独自の取り組みを進めています。 

- 迅速な開発手法の採用： 市場の動向に素早く対応するため、プロトタイプ開発期間

を大幅に短縮する手法を確立しています。これにより、クライアントは短期間でアイ

デアを検証し、迅速な意思決定が可能になります。 

- 最新技術への適応力： 多くの企業が生成 AIツール（GitHub Copilot、ChatGPT、

Claude など）を開発ワークフローに積極的に統合し、コーディング効率と品質を向上

させています。これは、ベトナムの IT企業が持つ、新しい技術を貪欲に取り入れる

姿勢を象徴しています。 
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- 顧客志向のコミュニケーション体制： コミュニケーションの課題に対し、日本語で

の円滑なやり取りや、密なフィードバックを重視するワークフローを確立すること

で、日本企業との認識の齟齬を最小限に抑えるよう努めています。 

- 共創（コ・クリエーション）への志向： 単なる開発委託にとどまらず、クライアン

トのビジネス課題に深く関わり、並走しながら解決策を共に探す「共創」を志向する

パートナーシップが主流となりつつあります。 

 

結論 

ベトナムのオフショア開発は、もはや単なるコスト削減の手段に留まらず、スピード、適応

力、そして AI 導入といった真の価値を追求する新たな局面を迎えています。今後、この市場

は企業の DX（デジタルトランスフォーメーション）を加速させる戦略的なパートナーとして、

さらに重要な役割を担っていくでしょう。 

 
出典 

- https://b-company.jp/ja/database-of-over-1000-japanese-companies-in-vietnams-industrial-parks-key-trends-

and-strategic-insights/ 

- https://dirox.com/post/vietnam-it-outsourcing-2025-market-reports-trends 

- https://theinvestor.vn/over-64-of-japanese-firms-in-vietnam-expect-profit-in-2024-jetro-survey-

d14266.html 

 

お問い合わせ 

東京共同会計事務所 事業開発企画室 グローバルタックスチーム ベトナムデスク 

ヴ ティ フオン リン 

（ベトナム国税理士）  

TEL：+81-80-3581-4820 

URL：https://international-tax.jp/services/#vietnam 

MAIL：vuthiphuong-linh@tkao.com  

 

本メルマガに記載されている情報は一般的なものであり、必ずしも貴社の状況に対応するもの

ではありません。貴社において何かしらの決定をする場合は、貴社の顧問税理士等にご相談の

上実行下さいますよう宜しくお願い申し上げます。 

 

配信停止 

本メールは、過去に弊事務所主催の国際税務に関連したセミナーに参加して頂いた方、名刺交

換をさせて頂いた方にお送りしております。今後、本メルマガは不要という方がいらっしゃい

ましたら、恐れ入りますが vuthiphuong-linh@tkao.comまでご連絡ください。  
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